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7-6 地形及び地質7-6-1 現況調査結果重要な地形及び地質対象事業実施区域及びその周辺には、重要な地形及び地質として、｢河岸段丘及び段丘崖（吉野川）｣、｢音無川（瀞）｣及び｢金剛断層｣が分布するとされている。
61

7-6 地形及び地質予測結果評価
7-6-2 最終処分場の存在による影響対象事業実施区域及びその周辺には、重要な地形及び地質として、「河岸段丘及び段丘崖(吉野川)」、「音無川(瀞)」及び「金剛断層」が分布するとされているが、対象事業実施区域には、これらの重要な地形及び地質の分布はなく、本事業の実施に伴う重要な地形及び地質の改変はないと予測される。本事業の実施により、重要な地形及び地質の改変はないこのことから、地形及び地質への影響は回避されていると評価する。

62

7-7 動物7-7-1 現況調査結果哺乳類現地調査の結果、6目9科14種の哺乳類が確認された。重要な種としてはカヤネズミ（巣）が確認された。
カヤネズミ 確認位置図

63

7-7 動物7-7-1 現況調査結果鳥類現地調査の結果、9目26科40種の鳥類が確認された。重要な種としてはオオタカ、ハヤブサ、クサシギ、アオバト等、8種が確認された。
アオバト 確認位置図

64

7-7 動物7-7-1 現況調査結果
サンショウクイ 確認位置図 アオジ、イカル 確認位置図

65

7-7 動物7-7-1 現況調査結果
クサシギ 確認位置図 キビタキ 確認位置図

66
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7-7 動物7-7-1 現況調査結果
オオタカ、ハヤブサ 確認位置図

67

7-7 動物7-7-1 現況調査結果両生類・爬虫類現地調査の結果、1目3科6種の両生類と、2目4科4種の爬虫類が確認された。重要な種としては、トノサマガエルとヤマカガシが確認された。
トノサマガエル、ヤマカガシ 確認位置図68

7-7 動物7-7-1 現況調査結果昆虫類現地調査の結果、14目152科489種の昆虫が確認された。重要な種としては、ゲンジボタル、タベサナエ、クチキコオロギ等、6種が確認された。
昆虫類 確認位置図69

7-7 動物7-7-1 現況調査結果魚類現地調査の結果、1目1科1種の魚類(ドンコ)が確認された。重要な種は確認されなかった。底生動物現地調査の結果、6綱16目47科105種の底生動物が確認された。重要な種としては、ゲンジボタルが確認された。 ゲンジボタル 確認位置図70

7-7 動物予測結果7-7-2 最終処分場の設置の工事、存在及び廃棄物の埋立てによる影響
評価

71

7-7 動物環境保全措置7-7-2 最終処分場の設置の工事、存在及び廃棄物の埋立てによる影響
72
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7-8 植物7-8-1 現況調査結果植物相現地調査の結果、116科522種の植物を確認した。重要な種としては、タニヘゴ、カラタチバナ、オオヒキヨモギ、ササユリ、シュンラン、コクランの6種が確認された。
重要な種 確認位置図73

7-8 植物7-8-1 現況調査結果 植物群落調査地域の植物群落を18タイプに区分し、現存植生図を作成した。植生調査地点32地点のうち、外来種が確認された地点は15地点あり、確認地点数が最も多い外来種はセイタカアワダチソウ(10地点)、次いで、ナルトサワギク(5地点)であった。 重要な群落は確認されなかった。
74

7-8 植物7-8-2 最終処分場の設置の工事、存在及び廃棄物の埋立てによる影響
評価
予測結果

75

7-8 植物環境保全措置7-8-2 最終処分場の設置の工事、存在及び廃棄物の埋立てによる影響
76

7-9 生態系7-9-1 現況調査結果
77

7-9 生態系7-9-2 最終処分場の設置の工事、存在及び廃棄物の埋立てによる影響
評価
予測結果

78
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7-9 生態系環境保全措置7-9-2 最終処分場の設置の工事、存在及び廃棄物の埋立てによる影響
79

7-10 景観7-10-1 現況調査結果
80

7-10 景観予測結果7-10-2 最終処分場の存在による影響
81

7-10 景観予測結果7-10-2 最終処分場の存在による影響
【現 況】 【将来】景観予測結果（St.2 西佐味集落の高所）

3km以上の距離があること、造成や埋立による景観の変化が徐々に進行することなどから、眺望の変化を確認することは難しいと予測される。
82

7-10 景観予測結果7-10-2 最終処分場の存在による影響
【現 況】 【将来】景観予測結果（St.3 県道富田林五條線と山麓線の交点）

手前に工業団地の建築物、住宅等が立地していること、3km以上の距離があることなどから、眺望の変化を確認することは難しいと予測される。
83

7-10 景観予測結果7-10-2 最終処分場の存在による影響
【現 況】 【将来】景観予測結果（St.16 重阪集落）

樹林の間から、新規埋立地北側の盛土法面が視認されるようになるが、視認範囲はごく一部であるため、眺望の変化はほとんどないと予測する。
84
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7-10 景観予測結果7-10-2 最終処分場の存在による影響
【現 況】 【将来】景観予測結果（St.17 対象事業実施区域の南側接道部）

将来は道路面の標高220mに対して新規埋立地は230mとなるため、10mの盛土が視認されるようになると予測する。
85

7-10 景観評価7-10-2 最終処分場の存在による影響環境保全措置景観への影響については、各段階における緑化を行うことにより周辺の景観との調和を図る。このため、各地点からの眺望の状況は、現況と比較して違和感がないことから、実行可能な範囲内で低減されているものと評価する。
86

7-11 人と自然との触れ合い活動の場7-11-1 現況調査結果
87

7-11 人と自然との触れ合い活動の場予測結果7-11-2 最終処分場設置の工事、存在及び廃棄物の埋立てによる影響
88

7-11 人と自然との触れ合い活動の場評価7-11-2 最終処分場の設置の工事、存在及び廃棄物の埋立てによる影響環境保全措置人と自然との触れ合いの活動の場への影響については、大気質、騒音、悪臭、景観に係る環境保全措置を実施することから、実行可能な範囲内で回避又は低減されているものと評価する。大気質、騒音、悪臭、景観に係る環境保全措置を実施することから、実行可能な範囲内で回避又は低減されているものと評価する。
89

7-12 文化遺産7-12-1 現況調査結果埋蔵文化財包蔵地の状況対象事業実施区域の東側敷地境界付近には、2箇所(No.27、No.28)の埋蔵文化財包蔵地等が存在する。
90



16

7-12 文化遺産予測結果評価7-12-2 最終処分場の存在による影響埋蔵文化財包蔵地については、対象事業実施区域の東側敷地境界付近で「遺物出土地」(No.27)と「墓・墓地」(No.28)の存在が確認されていることから、事業の実施による影響が予測される。環境保全措置2箇所の周知の埋蔵文化財包蔵地については、文化財保護法第93条第1項に基づく奈良県教育長あての発掘届を御所市教育委員会に提出し、その取扱いについては御所市教育委員会と協議を行い、適切な保全措置を講じる。また、御所市教育委員会との協議結果や調査結果、環境保全措置の内容については奈良県及び関係市町村に報告する。
文化財保護法に基づく手続きの流れに従って、必要な環境保全措置を講じることから、文化遺産への影響は実行可能な範囲内で回避又は低減されるものと評価する。

91

7-13 廃棄物等7-13-1 現況調査結果
92

7-13 廃棄物等7-13-2 建設工事に伴う副産物予測条件(伐採樹木量)
93

7-13 廃棄物等予測条件(伐採樹木量)7-13-2 建設工事に伴う副産物No. 植物群落名 改変（伐採）面積（ha）2-1 落葉広葉樹林（高木林）密生林 0.462-2 落葉広葉樹林（高木林）疎生林 0.415 竹林 0.393 落葉広葉樹林（低木林） 1.054 スギ・ヒノキ植林 0.10合 計 2.41No. 植物群落名 単位面積当たりの樹木現存量（t/ha）2-1 落葉広葉樹林（高木林）密生林 135.32-2 落葉広葉樹林（高木林）疎生林 92.55 竹林 竹 133.3竹以外 65.13 落葉広葉樹林（低木林） 11.54 スギ・ヒノキ植林 101.9
植物群落別の改変（伐採）面積伐採樹木の原単位

94

7-13 廃棄物等予測条件(建設廃棄物等)7-13-2 建設工事に伴う副産物建設廃棄物等に係る発生原単位（文献による）用途 延床面積 種類 発生原単位（kg/m2）全用途 3,000m2未満 がれき 12.0ガラス陶磁器 1.3廃プラスチック 2.3金属くず 1.3木くず 3.8紙くず 2.2石膏ボード 3.4その他 1.5混合廃棄物 14.3合 計 42.0新設する浸出水処理施設の敷地面積2,518m2 を乗算し、廃棄物量を算出
95

7-13 廃棄物等予測結果7-13-2 建設工事に伴う副産物◇残土仮置きした土砂は廃棄物埋め立ての途中で覆土や抑え盛土の材料として、場内で使用する計画であるため、場外搬出はない。このため、建設副産物としての残土は発生しない。◇伐採樹木発生量は、199.2tと予測される。◇建設廃棄物発生量は、64.0tと予測される。
96
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7-13 廃棄物等評価7-13-2 建設工事に伴う副産物◇残土廃棄物の埋立て途中で覆土や抑え盛土の材料として使用し、場外搬出は行わない計画である。◇伐採樹木及び建設廃棄物現在の埋立地で処理する計画である。廃棄物発生量の削減及び廃棄物の適正処理により、建設工事に伴う副産物による影響は実行可能な範囲内で低減されているものと評価する。
97

7-13 廃棄物等環境保全措置7-13-2 建設工事に伴う副産物
98

第8章 事後調査

99

8 事後調査8-1 事後調査の内容
100

8 事後調査8-1 事後調査の内容
101

8 事後調査8-1 事後調査の内容
102
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8 事後調査8-1 事後調査の内容
103

8 事後調査8-2 事後調査結果の報告事後調査の結果は、調査完了次第速やかにとりまとめ、3ヶ月毎に奈良県及び関係市町(御所市、五條市、吉野郡大淀町の2市1町)に報告するとともに、自社ホームページに掲載し、公表する。なお、事後調査の結果、著しい環境影響があるとみなされた場合には、奈良県等の関係機関と協議の上、適切な措置を講じることとする。
104

第9章 環境影響評価の

委託先の事業者名及び所在地

105

第9章 環境影響評価の委託先の事業者名及び所在地
∗ 事業者の名称：応用地質株式会社
∗ 代表者の氏名：代表取締役社長 成田 賢
∗ 主たる事業所の所在地：大阪市淀川区田川北2丁目4番66号
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